
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

1,236,000

144,000

144,000

1

260

３ 低い・未実施
３ 妥当でない

314.0%

不要

1
178,000

２次評価

1,092,000

43.8%

314.0%

内職求職者に対し、内職相談員が求人情報を提供し、企業にあっせんする。（H25　相談件数93件、うち紹介件数37件）

1,270,000883,000

有  効  性

２ 検討の余地あり

1,092,000

144,000
①事務事業に携わる正規職員数

　

２ 普通

Ｂ

評価の視点

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

雇用環境が悪化している中で、僅かな予算により、安心して働く
ことが出来る職場環境の整備と雇用の安定を図ることができる有
効な事務事業である。

事業の進め方・内容について改善の
余地あり

Ｃ

Ｈ25評価

178,000

144,000

１ 適正である

１ 高い
６
評
価

５
取
組
内
容

１次評価
（課長総括）

Ｈ24評価

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 妥当でない
目的の妥当性

４
コ
ス
ト
情
報

②県支出金

Ｂ効  率  性

財
源
内
訳

妥　当　性

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

人
件
費

③地方債

1,024,000

840,000

11
43,000

②年間所要時間

③人件費（②×＠

1,276,000

840,000円）（Ｂ）4,200 1,092,000

④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

184,000
184,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

④負担金補助及び交付金

24年度

②委託料
184,000

⑤その他

③工事請負費

決算額
43,000

予算現額

184,000

単位

手       段
（活動指標）

内職就業希望者が、就業できる。

指　標　名

120

内職就業件数 1955

26年度
当初予算額

３
指
標

款

市民協働の状況

単位 24年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

計画計画

支
出
内
訳

66
実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要 内職求職者に対し、内職相談員が求人情報を提供し、企業にあっせんする。

対　   　象

意       図
（成果指標）

内職相談員が内職就業希望者と面接して、求人情報を提供し、希望の職種があれば、相談員が企業へ電話して希望者を取り次ぐ。

活
動
指
標

区　　分

①需用費

成
果
指
標

ソフト事業

平成14年度開始年度 当面継続

事 務 事 業 名

４　まちの活力を育む工業・商業の推進
総
合
計
画 基本事業名

政  策  名

目  標  名

施  策  名

１
基
本
項
目

就業相談事業 課       名

電 話 番 号

会　   　計

項

目

自治事務

事  業  期　間

８-２　就労支援

８　雇用・労働環境の充実

内職就業相談件数

一般会計

商工観光課

雇用安定対策事業 商工労働係

23-1025

担
当
部
署

終了年度

予 算 事 業 名

事  業  区　分

係　   　名

予
算
科
目 労働諸費

労働諸費

26年度

労働費

計画

43,000

314.0%

314.0%
予算現額

1

27.3%15

Ｂ

内　　容

３ 妥当でない

３ 適正でない

３ 低い

３ あり

３ 適正でない

１ 妥当である

２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性

25年度

協働になじまない

178,000
決算額 決算増減率

達成率

25年度

内職就業希望者

55

120
実績

120 77.5%

55

184,000

184,000

93

負担割合の適正化
１ 適正である

１ 妥当である
１ 高い目標達成度

上位施策への貢献度

178,000

１ 妥当である

200

184,000

実施主体の適正化

１ なし

260

184,000

コスト効率

類似事業の有無

対象の妥当性

１ 高い

43,000

200

３ 低い

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

２ 検討の余地あり

260

30.0%

30.0%

0.0%



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 円
③

① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

600,000

180,000

1

100

３ 低い・未実施
３ 妥当でない

0.0%

不要

1
180,000

２次評価

420,000

127.3%

0.0%

補助金180千円を交付する。

600,000264,000

有  効  性

２ 検討の余地あり

420,000

180,000
①事務事業に携わる正規職員数

　

２ 普通

180,000

Ｂ

評価の視点

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

負担が行政だけではなく、それぞれ応分の負担をしており継続す
る必要がある。また、費用対効果も高い。

事業の進め方・内容について改善の
余地あり

Ａ

Ｈ25評価

180,000

0.0%

180,000

１ 適正である

１ 高い
６
評
価

５
取
組
内
容

１次評価
（課長総括）

Ｈ24評価

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 妥当でない
目的の妥当性

４
コ
ス
ト
情
報

②県支出金

Ｂ効  率  性

財
源
内
訳

妥　当　性

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

人
件
費

③地方債

264,000

84,000

11
180,000

②年間所要時間

③人件費（②×＠

600,000

84,000円）（Ｂ）4,200 420,000

④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

180,000
180,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

④負担金補助及び交付金

24年度

180,000

②委託料

⑤その他

③工事請負費

決算額予算現額

180,000

単位

手       段
（活動指標）

模範商工従業員の功労をたたえ、産業振興を図る。

100.0%

指　標　名

30

表彰者 3030

26年度
当初予算額

３
指
標

款

市民協働の状況

単位 24年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

計画計画

支
出
内
訳

30
実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要
産業振興に資するため、市内事業所並びに魚津商工会議所会員事業所の従業員で、他の模範たるべき人を表彰するた
め、負担金を交付する。（魚津市と魚津商工会議所との共催）

対　   　象

意       図
（成果指標）

補助金180千円を交付する。

活
動
指
標

区　　分

①需用費

成
果
指
標

ソフト事業

平成元年度開始年度 当面継続

事 務 事 業 名

４　まちの活力を育む工業・商業の推進
総
合
計
画 基本事業名

政  策  名

目  標  名

施  策  名

１
基
本
項
目

模範商工従業員表彰事業負担金交付事業 課       名

電 話 番 号

会　   　計

項

目

自治事務

事  業  期　間

８-２　就労支援

８　雇用・労働環境の充実

被推薦者
負担金の額 180,000180,000 180,000

一般会計

商工観光課

雇用安定対策事業 商工労働係

23-1025

担
当
部
署

終了年度

予 算 事 業 名

事  業  区　分

係　   　名

予
算
科
目 労働諸費

労働諸費

26年度

労働費

計画

180,000

0.0%

予算現額

1

100.0%30

Ｂ

内　　容

３ 妥当でない

３ 適正でない

３ 低い

３ あり

３ 適正でない

１ 妥当である

２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性

25年度

180,000

協働になじまない

決算額 決算増減率

達成率

25年度

市内事業所並びに魚津商工会議所会員事業所の従業員で、その事業所において20年以上誠実に勤務した人。勤続20年未満の場合は、その事業
所の業績に特に貢献した人、または他の模範とするに足る行いのあった人。但し、その事業所において勤続15年以上勤務した人。

30

180,000
30

実績
30 100.0%

30

180,000

180,000

30
180,000

180,000

負担割合の適正化
１ 適正である

１ 妥当である
１ 高い目標達成度

上位施策への貢献度

180,000

１ 妥当である

20

180,000

実施主体の適正化

１ なし

100

180,000

コスト効率

類似事業の有無

対象の妥当性

１ 高い

180,000

20

３ 低い

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

２ 検討の余地あり

100

400.0%

400.0%

0.0%



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 日
②
③
① 人
② 件
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 職業訓練センター管理運営事業

事  業  期　間 開始年度 昭和59年度 終了年度

事  業  区　分 自治事務

担
当
部
署

課       名 商工観光課

予 算 事 業 名 職業訓練センター運営費 係　   　名 商工労働係

電 話 番 号 23-1025

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標１　にぎわい、活力あるまち 款 労働費

職業訓練センター費

項 労働諸費

目

計画 計画
25年度 26年度24年度

計画実績

８-２　就労支援 市民協働の状況

８　雇用・労働環境の充実

２
事
業
概
要

事 業 概 要 職業訓練講習会、研修会等の場としての職業訓練センターを設置し維持管理を行う。

対　   　象 建物（魚津地域職業訓練センター）

３
指
標

職業能力開発の場や、職業訓練を受ける機会を増やし、求職者の就労や従業員の資質向上に結び付ける。

達成率指　標　名 単位

協働可能だが予定なし

314活
動
指
標

開館日数 314 314
実績

総
合
計
画

目  標  名

施  策  名

政  策  名 ４　まちの活力を育む工業・商業の推進

基本事業名

100.0%

10,000

314314

手       段
（活動指標）

受付等の業務、建物の維持管理業務（清掃業務委託、警備業務委託等）を行う。

意       図
（成果指標）

成
果
指
標

利用者数 10,000 9,140 5,809 58.1% 10,000
利用件数 700 639 700 444 63.4% 700

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

④負担金補助及び交付金

9,772,0009,473,237 -0.3%

26年度25年度
当初予算額決算額 決算増減率

③工事請負費

予算現額 決算額 予算現額

②委託料 9,500,000 9,500,000 9,500,000
①需用費

9,473,237 -0.3% 9,772,000
⑤その他
支出合計（Ａ） 9,500,000 9,500,000 9,500,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

9,500,000
収入合計
⑤一般財源 9,500,000

②県支出金
③地方債

-0.3% 9,772,000
④その他（使用料、雑入等）

9,772,0009,500,000 9,473,237 -0.3%9,500,000 9,500,000
9,500,000 9,473,237

11,180,000 10,340,000 10,313,237

-50.0%

　ＩＴ講習など各種事業のＰＲを行うとともに、魚津地域職業技能開発協会とも連携し、利用者増に取り組んだ。

人
件
費

1

200

1,680,000 840,000

-7.8% 10,612,000

840,000

1

200 -50.0% 200400

1①事務事業に携わる正規職員数 1

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点

妥　当　性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でないＡ
自治体関与の妥当性

1

840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 11,180,000

Ｈ24評価 Ｈ25評価

目的の妥当性 １ 妥当である

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

0.0%

②年間所要時間 400

対象の妥当性
１ 高い ３ 低い・未実施

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり

１ 高い ２ 普通
１ なし

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

２ 検討の余地あり ３ あり有  効  性 Ｂ
目標達成度

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

３ 低い
類似事業の有無

管理運営の進め方・内容について改
善の余地あり

　

１ 高い ２ 普通

２次評価

コスト効率

負担割合の適正化 ２ 改善の余地あり１ 適正である ３ 適正でない
３ 適正でない

不要

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

今後も適切な管理による施設の保全を図り、ニーズにあった各種
訓練事業を行うことにより利用者の増に努める。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ

３ 低い
効  率  性 Ｂ



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 講座
②
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 職業訓練事業

事  業  期　間 開始年度 平成13年度 終了年度

事  業  区　分 自治事務

担
当
部
署

課       名 商工観光課

予 算 事 業 名 職業訓練事業 係　   　名 商工労働係

電 話 番 号 23-1025

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標１　にぎわい、活力あるまち 款 労働費

職業訓練センター費

項 労働諸費

目

計画 計画
25年度 26年度24年度

計画実績

８-２　就労支援 市民協働の状況

８　雇用・労働環境の充実

２
事
業
概
要

事 業 概 要 職業訓練として、パソコンの操作技術の向上や資格取得を目的としたＩＴ講習を行う。

対　   　象 市民

３
指
標

ＩＴ技能の習得により、求職者の就労や従業員の資質向上に結び付ける。

達成率指　標　名 単位

協働している

40活
動
指
標

開講講座数 40 39
実績

総
合
計
画

目  標  名

施  策  名

政  策  名 ４　まちの活力を育む工業・商業の推進

基本事業名

107.5%

500

4043

手       段
（活動指標）

パソコン操作等に係る実践的な職業能力を身につけるため、職業訓練センターでパソコン講座を開催する。

意       図
（成果指標）

成
果
指
標

受講者数 500 440 487 97.4% 500

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

④負担金補助及び交付金

2,074,0002,016,000 0.0%

26年度25年度
当初予算額決算額 決算増減率

③工事請負費

予算現額 決算額 予算現額

②委託料 2,016,000 2,016,000 2,016,000
①需用費

2,016,000 0.0% 2,074,000
⑤その他
支出合計（Ａ） 2,016,000 2,016,000 2,016,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

2,016,000
収入合計
⑤一般財源 2,016,000

②県支出金
③地方債

0.0% 2,074,000
④その他（使用料、雑入等）

2,074,0002,016,000 2,016,000 0.0%2,016,000 2,016,000
2,016,000 2,016,000

2,436,000 2,436,000 2,436,000

0.0%

　新たに土曜・夜間に開講する講座を設け、平日昼間に参加できない利用者の取り込みを図った。またデジカメ入門・フェイスブッ
ク入門など近年のＩＴ情勢に合わせた講座を新たに開講した。

人
件
費

1

100

420,000 420,000

0.0% 2,494,000

420,000

1

100 0.0% 100100

1①事務事業に携わる正規職員数 1

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点

妥　当　性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でないＡ
自治体関与の妥当性

1

420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 2,436,000

Ｈ24評価 Ｈ25評価

目的の妥当性 １ 妥当である

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

0.0%

②年間所要時間 100

対象の妥当性
１ 高い ３ 低い・未実施

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり

１ 高い ２ 普通
１ なし

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

２ 検討の余地あり ３ あり有  効  性 Ａ
目標達成度

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

３ 低い
類似事業の有無

計画どおり事業を実施することが適
当

　

１ 高い ２ 普通

２次評価

コスト効率

負担割合の適正化 ２ 改善の余地あり１ 適正である ３ 適正でない
３ 適正でない

不要

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

ＩＴ講習等による職業能力開発は職業訓練上必要であり、今後も
事業の継続を行う。利用者のニーズにあった職業訓練を実施して
いく必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ

３ 低い
効  率  性 Ｂ


